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私は新庁舎に対しては、第二中学校を活用し基金6億円を元金にしてできる限り金額を抑えた新庁舎とすべ
きと考えています。そして真に市民の判断を仰ぐため、第二中学校を活用した方法を試算したうえで現在
の計画との2択で住民投票を行うべきと考えています。
22年後には人口が8,000人以下になることを頭に入れながら新庁舎のことを考えるべきです。30数億円とい

う多額の借金をしてまで津波災害の心配がある海岸沿いに建つ新庁舎を市民は本当に望んでいるでしょうか？

入札は来年になるようですので、この大事な問題をもう一度市民で議論するべきです。行政は手続きを踏ん
だと説明していますが、計画の進め方や場所に対して疑問を持つ声を多くいただいています。
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最新情報は⽯川まさしホームページにアクセス →

※金利計算により数値には市の試算と若干の差があります

第二中学校

移動住民サービス車
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①+②は④+⑤と同規模。つまり、①、②はほぼそのまま第
二中学に移設できる計算になります。その上で、2つの校舎
に収まりきれない部分となる③新館と同程度の面積を確保で
きれば、現状の機能は果たせるのではないでしょうか。追加
の建物は、第二中学敷地内や現在の建設予定地に分散して新
築することも選択肢です。何をどこに配置するかは皆さんと
一緒に考えたいです。

植㖈㖑ך䖓ⵃ欽罋㻊

現在の市庁舎は民間から賃借した土地に建っています。移転
後は民間に任せっきりにするのではなく、竹田市や鹿児島県
鹿屋市の例があるように民間の資金を活用したPF I方式によ
る賃貸住宅整備を検討します。
子育て世代が住みたいと思う住宅政策で少子化対策にも貢献
できるはずです。また、建物内に各種医院ほか医療機関も誘
致できれば、高齢者にとっても安心な医療体制の提供につな
がります。

＊PFI（プライベート・ファイナンス・イニシアチブ）
民間の資金と経営能力・ノウハウを活用し公共施設等の設計、建設、
維持管理・運営を行う公共事業の手法

【鹿児島県鹿屋市の事例】※内閣府HP「PPP/PFII事例集」より
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鹿児島県曽於市ですでに導入されています。10人乗りワゴン
車を改造して住民票印鑑証明、各種手続きなどの窓口業務に
ほぼ対応できます。保健師による健康相談も可能で、独居高
齢者の見守りにもつながります。１台約1 ,150万円。大きな
「箱」を造るより、「動く市役所」として津々浦々を巡回し
たほうがサービス向上につながるのではないでしょうか！
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鹿児島県垂水市は、市役所移転計画の是非を問う住民投票
を、市長提案により2020年8月に行いました。

賛成4080票（48％）
反対4424票（52％）

垂水市の庁舎は、津久見市と同じように
海沿いの土地に建設予定でした。基本計
画当初に比べ、実施設計時点で約6億円の
コスト増となっていました。予算可決後
に、市長が市民の判断を仰ぐため住民投
票を実施し、計画を白紙にしました。
さて、津久見市はどうする？私はもちろ
ん住民投票で市民の声を聴くべきだと考
えています！
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垂水市建設予定地（2023.9） 垂水市現庁舎（2023.9）

実際の移動住民サービス車（2023.9）

【公共工事の是非を問うた住民投票の例】 出典：21.5.27日経アーキテクチュアから抜粋
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【竹田市の事例】

（投票率68 . 83％）

垂水市住民投票

民間の放課後学童施設（アフタースクール）と、子育て世帯を対象とした

ママカフェ等を誘致。

竹田市の事例では、

人口減少傾向が続

く市中心部におい

て、子育て世代が

入居することによ

り地域人口の増加

と少子化対策に効

果が出ています。


